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1.はじめに 

 教育ビジネスについては、営利企業の参入が限られることから、経営学領域における研

究蓄積はそれほど多くはない。しかし、初等教育から高等教育に至るまで、さまざまな意

味での人材形成に寄与することは間違いなく、教育そのものが重要であることに異論はな

いであろう。 

新興国でも、経済の発展とあいまって、子どもたちの教育に対する関心は高まっている。

しかし、ASEAN諸国では、初等教育への就学率はほぼ 9割を超えているものの、体系的な

教育システムや教員養成システム、公立学校の設備といったさまざまな側面で未充足なこ

とも多い。また貧困層に目を向けると、教育に対する価値観が富裕層とは異なっている場

合も見られ、先進国とは教育観も異なる傾向にある。 

 本報告は、こうした教育ビジネスに焦点をあて、日本企業が新興国でユニークなビジネ

スモデルを創造しているケースを取り上げる。ここでは、広義の教育ビジネスに注目する。

「広義の教育ビジネス」とは、学校法人や塾などの運営ビジネスだけでなく、その周辺領

域（学校以外での補助学習や体育などの受験以外の科目）も含むものである。 

後述するように、広義の教育ビジネスでは先行研究の蓄積が極めて少なく、その意味で

本報告は探索的研究としての色彩が強い。本研究は、こうした広義の教育ビジネスを展開

する日本企業の新興国展開から、日本企業の教育ビジネスの特殊性を浮き彫りとし、理論

的・実践的な示唆を導出することを目的とする。 

 

2. 先行研究と日本の教育ビジネスの国際化の概観 

 日本の教育ビジネスは、学校運営領域ではほぼ非営利組織によって展開されており、補

助学習領域や教材・試験・学校支援領域に限定されている（酒井、2003）。日本の少子化が

急激に進んでいることや海外駐在員の家族も海外居住するケースが増加していることから、

こうした教育ビジネスで海外展開を行う日本企業も見られるようになってきたi。 

 他方で、日本の教育ビジネス（あるいは教育機関）に関する研究（特に経営学や国際ビ

ジネスの研究視角に基づくもの）は、以下を挙げることができる。まず、国際化が先駆的

に進んでいる「公文式」を運営する公文教育研究会に関する研究である（向山、2009; 井

上・真木、2010）。また、高等教育や大学の国際化に関する研究も存在している（たとえば、

鈴木・村中、2014; Yonezawa & Shimmi, 2015）。 

 しかし、以下の 2社の事例でみるような、低学力の生徒・学生に対する教育ビジネスや、
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健康や運動の大切さを教育するといった教育サポートビジネスについては、ほとんど研究

がなされていないと考えられる。さらには、貧困層に対する教育の現状については、先進

国における現状ですら、研究蓄積が充分ではないのが現状である（赤木、2017）。そこで、

本研究では、以下の 2社のケースを中心に取り上げることとしたい。 

 

3. 2社のケース 

 第１に、スリランカやインドネシアにおける、すららネットの事例である。すららネ

ットは、主として低学力の生徒に焦点をおいた教育向け ICT 教材を開発・提供しているベ

ンチャー企業である。 

たとえばスリランカでは、算数などの基礎教育が体系化されていなかったり、学校教師

の質も優れていないことが見られる。そこで小学生向け算数の学習システム（Surara Ninja!）

を開発し、塾に通えないような貧困層の子供たちを対象に、現地のマイクロファイナンス

組織と協力して、子どもたちが通える教室を作った。数を初めて習う子供もいたため、日

本よりも基礎的な内容から網羅するようコンテンツが開発されている。そして、貧困層の

女性をファシリテーターとして雇用創出している点も特徴となっている。 

 第２に、ベトナムの初等教育における体育における事例であり、ミズノが展開を図って

いる。ベトナムでは、公立学校に校庭の広さに関する設置基準がなく、運動するスペース

が非常に狭い学校が多い。そのため、体育でスポーツ球技を行うことが困難であり、体操

程度しか身体を動かすことができない。またベトナムでは、子どもの肥満の急増も大きな

社会問題になってきている。そこで、ミズノが開発した狭い場所でも身体を動かせるスポ

ーツプログラム（ヘキサスロン）を用いることによって、身体を動かす習慣を身につけさ

せる活動を行っている。 

 これらは、日本企業が本国で展開するビジネスとはやや異なる新規ビジネスを新興国市

場で創発しているケースであると示唆される。また日本企業が、いかに「制度のすき間

（Khannna & Palepu, 2010）」を克服し、新規事業開拓を行っているのかといった点にお

いて、理論的・実践的なインプリケーションが得られると考えられる。この点については、

本報告要旨の執筆段階ではインタビューの分析を実施中であり、報告の際により詳しく提

示させて頂くことにしたい。 
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（なお、より詳細な資料は、報告当日に配布させていただきます） 

 

 

 

                                                   

i たとえば、以下の日本企業は海外に拠点を有し、事業展開を行っている（各社ホームペー

ジのデータに基づく）。 

・駿台予備校・・・シンガポール、中国、マレーシア、米国、タイ、インドネシア、台湾、

ミャンマーに開校。現地在住の日本人に対して大学受験サポートを提供。 

・栄光ゼミナール・・・ベトナム・ハノイに日本語、ベトナム語学校開校（2015年）、幼児

教育校をオーストラリアに開校。 

・やる気スイッチグループ（個別指導塾大手）・・・台湾に約 50教室開校（2008年～）。 

・公文教育研究会・・・1974年のニューヨークを皮切りに、およそ 50カ国・地域に約 8600

教室を開設。海外学習者数（268万人）は、国内（160万人）を上回る。 

 

 


